
様式第 1号（第 7 条関係） 

名古屋市民間木造住宅耐震診断申込書 

  年  月  日  

（宛先）名古屋市長 

耐震診断を希望するので、次のとおり申し込みます。 
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※法人その他の団体の場合は、名称及び代表者氏名  

※区分所有の場合は、すべての区分所有者の申込みが必要です。 

生 年 月 日 明・大・昭・平・令    年   月   日生 

電 話 番 号 （      ）      —       連絡希望時間    時頃 

住    所 

〒    － 

 

※法人その他の団体の場合は所在地  

住

宅

概

要 

建 築 年 月 

昭・平      年     月 
※必ずおおむねの年を記入 
※昭和56年6月～平成12年５月着工 
が対象 

住宅の階数 
（○で囲む） 

・平屋建て 

・２階建て 
床面積 

坪 

㎡ 

利 用 形 態 
・専用住宅（一戸建て）   ・併用住宅   ・長屋（   戸中   戸入居） 

・共同住宅（   戸中   戸入居）   

住宅所在地 

（申込者住所と違う場合）
〒    － 

借家人の同意  

※借家の場合は借家人全員の同意が必要です。 

※建物に立ち入り、すべての部屋を調査する必 

要があります。同意欄が足りない場合は、お問 

氏 名（自署）          い合わせください。 

そ の 他 連 絡 事 項 

※調査日について、都合の悪い日時や希望する曜日（土・日も可）等があれば記入してください。 
※診断員から連絡しますので、他に連絡のつく番号があればご記入ください。 
 
 
 

注  名古屋市民間木造住宅耐震診断実施要綱第４条第 3 号又は第 4 号の規定（名古屋市暴力団排除条例第 2 条第 2 号に規定する暴力団

員でない者で、かつ、同条第 1 号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有しない者が所有する建築物であること。）に該当

しないときは、耐震診断員を派遣しません。また、耐震診断員の派遣の決定後にその旨が判明したときは、耐震診断員の派遣を取り

消し、耐震診断に係る費用を請求する場合があります。 

上記事由を確認する必要がある場合には、申込書に記載されている情報を愛知県警察本部に照会することがあります。 

 

所有者等による検証（回答欄） 

耐震木造住宅検証法の対象となるかのチェック（別紙 ステップ１） 

 

 

 
 

所有者等による検証（別紙 ステップ２） 

1 □はい（建築年月：昭・平  年  月） ・□いいえ 

2 □はい（基礎がコンクリート造）     ・□いいえ 

3 □はい（平屋・2 階建て）        ・□いいえ（3 階建て・1 階が木造以外） 

所有者等による検証（回答欄） 

1～3 すべて「はい」 

チェック 1～3 でひとつでも「いいえ」または 
チェック４で 3 点以下 

チェック 1 □はい（比較的整形）       ・□いいえ（不正系形・よくわからない） 

チェック２ □はい（接合金物が使われている） ・□いいえ（接合金物が使われていない・よくわからない） 

チェック 3 □はい（すべての面で 0.3 以上）    ・□いいえ（ひとつの面でも 0.3 未満・よくわからない） 

チェック４ イ.  点   ロ.  点   ハ.  点   二.  点   ホ.  点   合計.  点 

本診断にお申込みいただけます。 


